
資料１

第３次

北海道男女平等参画基本計画

（たたき台）



（参考）

【   基  本  方  向   】 【   施  策  の  方  向   】

（１）広報・啓発活動の充実

（２）メディア等における男女平等の理念への配慮

（３）国際交流・国際理解･国際協力の促進

（１）家庭における男女平等教育の推進

（２）学校における男女平等教育の推進

（３）社会における男女平等教育の推進

（１）女性の活躍を応援するネットワークの構築

（２）地域で活躍する女性の「見える化」

（１）政策・方針決定への女性の参画拡大

（２）仕事と家庭生活が両立できる働き方改革

（３）男女の均等な雇用機会と待遇の確保

（４）働きたい女性の就労・雇用継続支援

（５）女性の円滑な再就職の支援

（６）起業・多様な働き方支援

（７）パートタイム労働者や派遣労働者等の雇用環境の

　　　整備

（８）育児、介護の支援体制の充実

（９）相談業務の充実

（１）農林水産業・自営業における男女平等参画の促進

（１）地域活動の促進

（２）防災・災害復興における男女平等参画の促進

Ⅲ 安心に暮らせる社会の

実現

１男女平等参画を阻害するあらゆる

　暴力の根絶
（１）男女平等参画を阻害する暴力根絶に対する取組

　　　の充実

（１）貧困など生活上の困難に直面している人々への

　　　支援

（２）高齢者、障がい者等が安心して暮らせる環境の整備

（１）生涯を通じた健康支援の推進

（２）妊娠、出産等に関する健康支援

【総合的な推進】 （１）道における推進

（２）国との連携

（３）市町村推進体制への支援

（４）道民、関係団体等との連携

（５）計画の推進管理

第3次北海道男女平等参画基本計画体系図
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【     目     標     】

Ⅰ 男女平等参画の実現に

向けた意識の変革

１男女平等参画の啓発の推進

２男女平等の視点に立った教育の

   推進

Ⅱ 男女がともに活躍できる

環境づくり

１女性活躍の気運醸成と見える化の

　推進

２働く場における女性の活躍促進

３農林水産業・自営業における男女

　平等参画の促進

４地域社会における男女平等参画の

　促進

２みんなが安心して暮らせる環境の

   整備

３生涯にわたる健康づくりの推進
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第１章 計画の趣旨

（１）計画策定の趣旨

平成２０年３月に第２次北海道男女平等参画基本計画を策定後１０年が経過し、この間に、

少子高齢化が急速に進み、人口減少社会に突入した中で、持続的成長を実現し、地域社会の活

力を維持していくためには、男女がともにその個性に応じた多様な能力を発揮できる男女平等

参画社会※の構築が不可欠であり、社会全体で取り組む最重要課題となっています。

特に、女性は最大の潜在力であり、その能力が十分生かされるためにも、女性が社会のあら

ゆる分野で活躍できるよう、平成２８年４月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律」が施行され、男女平等参画社会の実現に向けた取組は新たな段階に入るとともに、男女

の仕事と家庭生活を取り巻く状況の変化に伴い、ワーク・ライフ・バランス等の促進に係る様

々な課題に対する取組が求められています。

こうした状況を踏まえ、「第３次北海道男女平等参画基本計画」を策定します。

※「男女平等参画社会」

男女共同参画社会基本法で規定する「男女共同参画社会」は「男女平等」を当然の前

提とした上でのめざすべき社会ですが、「男女平等」でない状態で単に女性が参加する

だけであるという誤解を招かないよう、道では、条例及び計画の名称に「平等」を明示

しています。

（２）計画の位置づけ

①「男女共同参画社会基本法」に基づく基本計画

②「北海道男女平等参画推進条例」に基づく基本計画

③「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」に基づく推進計画

（該当部分：「目標Ⅱ」の「基本方向１」、「基本方向２」及び「基本方向３」）

（３）計画の期間

計画期間：１０年間（平成３０年度～３９年度）

※具体的な取組については５年間（平成３０年度～３４年度）
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（４）計画の背景

①人口減少と少子化の進展

本道では、戦後から1950年代にかけて転入増等の効果により、全国と比較しても高い人

口増加率を保っていました。その後、1970年代の高度経済成長期と1980年代後半～1990年

代前半のいわゆるバブル経済期を除くと、1990年代後半まで人口増加が続きましたが、平

成9（1997）年に570万人に達して以降、減少に転じた後、全国を上回るスピードで人口減

少が続いています。平成28年1月1日現在の北海道の人口は、女性が約284万人、男性が約

255万人で、「年齢３区分別人口の推移」では、高齢者人口（65歳以上）が年々増加してい

ます。

また、本道の出生数は、昭和31年以降、年間10万人を下回り、一時的に回復した年があ

ったものの、減少の一途をたどり、平成27年には約3万6千人となっています。

合計特殊出生率は、昭和39年に初めて全国平均2.05を下回る2.04となり、平成17年には

1.15（全国1.26）まで減少し、その後、平成27年には1.31（全国1.45）まで改善されまし

たが、全国で２番目に低い状況となっています。

こうしたなか、15歳以上の生産年齢人口が減少する一方、高齢者を始めとするケアを必

要とする人口が増加するなど、介護職を含め、多くの職種で労働力不足が顕在化してきて

います。

総人口の推移（全国・北海道）

総務省「人口推計」

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

200

250

300

350

400

450

500

550

600

650

700

1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010

全国（万人）北海道（万人）

北海道

全国



- 3 -

年齢３区分別人口の推移（北海道）

総務省「国勢調査」

男女・年齢別人口（人口ピラミッド）

総務省「国勢調査」

本道における合計特殊出生率等の推移（全国・北海道）

厚生労働省「人口動態統計」
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②就業の状況

本道の就業者数は、平成28（2016）年において、256万人でそのうち女性は113万人、女

性の就業率は44.6％であり、年々増加傾向にありますが、依然として全国を下回る状況と

なっています。

また、女性の年齢階層別就業率では、30歳代から40歳代前半にかけ、出産・子育て期の

年齢層において就業率が落ち込む、いわゆる「Ｍ字カーブ」が特徴とされており、本道に

おいても女性の年齢階層別就業率は全国と比べ低位であるものの、同様に「Ｍ字カーブ」

を描いており、就業していても結婚や出産を機に退職する、あるいは、高齢の親の介護に

より退職せざるを得ないなどのケースが推測されます。

③固定的な性別役割分担意識

本道では「男は仕事、女は家庭」という考え方に「同感する」と回答した人の割合は9.7

％、「同感しない」は46.1％となっており、「同感しない」が「同感する」を上回っており、

過去２回の調査に比べ「同感しない」割合が増え、特に女性では「同感しない」は49.4％

となり、女性が働くことに対する意識に変化が見られるものの、全体では依然として5割を

下回っています。
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「男は仕事、女は家庭」という考え方について

道民意識調査

道民意識調査 道民意識調査

④配偶者からの暴力の状況

本道では、配偶者暴力相談援助センター（20機関）のほか、警察や民間シェルター等に

おいて配偶者からの暴力（以下「ＤＶ」という。）に関する相談を受け付けるとともに、

道立女性相談援助センターや民間シェルター等において被害者やその同伴者の一時保護を

行っています。平成27年度に配偶者暴力相談援助センターへの相談件数は2,445件で、ほぼ

横ばいとなっていますが警察への相談件数は2,854件と年々増加しています。

ＤＶ相談件数

北海道環境生活部調
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第２章 男女平等参画の実現に向けた課題

（１）男女平等参画に関する意識の向上

男女平等参画社会の実現のためには、男女平等観の形成に向けた理解の促進が全ての取組の

根幹となりますが、「男女平等（共同）参画社会」の周知度等が全国値を下回っていることか

ら、引き続き、男女平等参画に係る周知度を高めるとともに、正しい理解が促進されるよう、

関係機関等と連携しながら積極的に情報提供等を行っていく必要があります。

－男女平等参画に関する用語の周知度－

（内閣府「平成28年男女共同参画社会に関する世論調査」）

（２）仕事と家庭生活が両立できる働き方改革

道内における少子化は、労働力の減少といった経済面のみならず、地域社会の崩壊など社会

面においても大きな影響を及ぼすことから、子育てを社会全体で支援する体制の充実を図るこ

とが求められていますが、男性の育児休業取得率等が依然として低く課題となっています。

また、出産後の就業を継続するには保育サービスの充実が求められますが、保育所待機児童

数は減少しているものの依然として存在する状況であるなどから、関係機関と連携しながら働

き方改革を進めるなどして、仕事と家庭生活の両立の推進を図る必要があります。
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北海道 全 国 出 典

（H27年度）（H27年度）

育児休業取得率（％） 男 性 4.0 2.7 経済部調、厚生労働省「雇用均等基本調査」

女 性 81.2 81.5

保育所入所待機児童数（人） 94 23,553 保健福祉部調、厚生労働省「保育所等利用

（H28.4.1） 待機児童数調査」

（３）安心に暮らせる社会の実現

社会における雇用形態や家族に対する意識の変化などに伴い、非正規雇用労働者やひとり親

等、生活上の困難に陥りやすい人々が増加している中、女性が当たり前に働き続けることがで

き、また、暮らしていけるよう、男女平等参画の視点から就業・生活面での環境整備が課題と

なっています。

高齢者や障害のある方等、様々な困難に直面している人々においても、家庭や地域で安心し

て暮らせる社会基盤の構築が求められています。

また、ＤＶを含む女性に対する暴力も、深刻な社会問題となっていることから、暴力を容認

しない社会の実現に向け積極的に取り組む必要があります。

北海道 全国値 出 典

（H24年度） （H24年度）

非正規労働者割合（％） 42.8 38.2 総務省「就業構造基本調査」を元に算

出


